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2024年1月19日

NEDO JCM実証事業について

NEDO国際部
地球環境対策推進室



What’s NEDO
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New Energy and Industrial Technology Development Organization (NEDO)
組織名 ：国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
ミッション ：①エネルギー・地球環境問題の解決、②産業技術力の強化
設立年 ：1980年
予算 ：約1,528億円（≒$1.1B) (2023年度) ※その他、基金事業等実施
職員数 ：1,464人（2023年4月1日時点）



Organization
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NEDO本部
（神奈川県川崎市）

管理部門 プロジェクト推進部門



活動分野
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Type B (JCM)Type A
- 基本的にType Aと同じ。ただしパリ協定におけるNDC*（国

が決定する貢献）と二国間クレジット制度の活用を前提とし
て温室効果ガス削減にフォーカス。
- 実証を通じて達成した温室効果ガス削減量を定量化する。
- 両国のNDCにカウントするため、二国間でJCMクレジットを
分け合う。

(*NDC: Nationally Determined Contribution)

- 脱炭素化・エネルギー転換に資する日本の先進的技
術・システムの有効性を海外において実証する。
- 実証された技術を、実証国・周辺国において、商業
ベースでの普及に結び付ける。
- 世界のエネルギーセキュリティに貢献する。

目的

二国間クレジット制度（JCM）パートナー国（現在28か国）
（※ただし外務省海外安全情報の危険情報でレベル１の地域に限る）

日本以外の全ての国・地域
（※ただし外務省海外安全情報の危険情報でレベル１の地域に限る）

対象国

10億円（実証フェーズ）
(現在の為替レートでおよそ690万 USドル）

40億円（実証フェーズ)
(現在の為替レートでおよそ2,760万 USドル）

事業費用の上限

100%（NEDOによる委託）
大企業： 1/2
中小企業： 2/3NEDO支援率

3年間（実証フェーズ）3年間（実証フェーズ）事業期間

年1回（3～5月）年2回（2～3月、7～8月）公募回数（時期）

日本企業（実証プロジェクトの運営者）日本企業（実証プロジェクトの運営者）応募者

国際実証事業の２つのタイプ

Type A: 「脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業」
Type B: 「二国間クレジット制度（JCM）等を活用した低炭素技術普及促進事業」
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実証事業における協力体制
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日本

NEDO

委託・助成先企業

委託・助成・支援

①MOU等

②PA等

政府・関係機関等

相手国企業等

監督・協力・支援

相手国

① NEDOは、相手国政府機関と合意文書（以下、MOU (Memorandum of Understanding)等）を締結
し、実証事業の実施及び普及のために必要な相手国政府機関の協力事項を規定する。

② 委託・助成先企業は、相手国企業との間で契約文書（以下、PA (Project Agreement)等）を締結し、実
証事業の実施に係る詳細や権利義務関係を規定する。



実証事業の流れ
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公募
実証前調査

（1年間）
実証事業
（3年間）

開発設置：1年
実証運転：2年

MOUとPA
締結

定量化
フォロー
アップ事業
（2年間）

NEDOによる
審査

外部有識者による
採択審査

実現可能性調査
Feasibility Study

METI

NEDO

民間

外部有識者による
事業化評価

Type B: 「二国間クレジット制度（JCM）等を活用した低炭素技術普及促進事業」

Full package over 6 yearsEntry
point



各ステップの概要（参考）
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●実施形態：委託事業（NEDO負担率100%）
① 実証前調査

[概要] 実証事業を実施する上で必要となる実証計画の策定、普及の蓋然性、温室効果ガスの排出削減効果及び
その定量化手法（JCM方法論等）等について調査し、実証事業の実現可能性や実証事業終了後の技術・システム
の普及可能性等を検討。また、PAについて、締結先候補から事前の合意を取り付けるとともに、実証概要を必
要な相手国組織に説明し、了解を得る。
[実施期間] 原則、NEDOが指定する日から1年以内。
[実施規模] 原則50百万円以内／1件（税込）

② 実証事業
[概要] 実証設備・システムの導入・実証運転を行い、温室効果ガス排出削減効果の定量化、JCM手続き等に取
り組む。
[実施期間] 原則3年以内（開発・設置1年、実証運転2年、モニタリング1年以上）
[実施規模] 原則1,000百万円以内／1件（税込）

③ 定量化フォローアップ事業
[概要] 実証事業終了後、着実な排出削減が見込まれる事業について、MRV（Measurement, Reporting and 
Verification）と技術の普及に係る活動を継続し、我が国の国際貢献量として情報発信を実施。
[実施期間] 原則2年以内
[実施規模] 原則20百万円以内／1件（税込）



JCMのプロジェクトサイクル

9Source: Recent Developments of the Joint Crediting Mechanism (JCM), July 2023, Government of Japan
https://www.jcm.go.jp/opt/all/about/202307_JCM_goj_eng.pdf

JCMのプロジェクトサイクル

①方法論開発事業
新たな方法論の開発を支援

②定量化支援事業
JCMに関わるプロセス・手続きを支援

・モニタリングにかかる経費
・方法論、PDDの作成支援
・合同委員会との調整等、クレジット発行までの支援



JCM実証事業以外の支援スキーム①
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①方法論開発事業

●新たな有望技術の海外普及を JCM の活用により支援するため、「有望かつ方法論が未整備」の技術を対
象として、あらかじめ方法論を作成するための調査を実施する。
●対象技術を適用するにあたり必要と見込まれる MRV*方法論の開発と GHG 排出削減量の試算及びそれ
らの前提となる条件の検討を行う。

目的

二国間クレジット制度（JCM）パートナー国（現在28か国）
（※その他、将来のJCMパートナー国となりうる新規国での提案も受け付ける）

対象国

2,000万円
(現在の為替レートでおよそ134,000 USドル）

事業費用の上限

100%（NEDOによる委託）NEDO支援率

1年間事業期間

年1回（3～5月）公募回数（時期）

当該技術または関連技術について調査実績を有する日本企業応募者

* MRV           :  Measurement, Reporting, Verification of greenhouse gas (GHG) mitigation
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②定量化支援事業

●民間資金を中心とするJCMプロジェクト（＝日本政府によるJCMプロジェクトに対する資金支援事業を活用
しないプロジェクト）等によって導入される低炭素事業・設備に対して、MRV*方法論を開発・適用し、当該設備
の温室効果ガス排出削減量を検証する。
●これらをJCM 等の方法論に準拠した手順で行い、JCMクレジットの獲得を図る。

目的

二国間クレジット制度（JCM）パートナー国（現在28か国）対象国

検討中事業費用の上限

100%（NEDOによる委託）NEDO支援率

検討中事業期間

2024年に向けて公募準備中公募回数（時期）

MRV方法論について調査実績を有する日本企業 ＋ プロジェクト運営する日本企業応募者

* MRV           :  Measurement, Reporting, Verification of greenhouse gas (GHG) mitigation

JCM実証事業以外の支援スキーム②
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JCM実証事業以外の支援スキーム②

民間資金を中心とするJCMプロジェクト、等
（政府によるJCMプロジェクトに対する資金支援事業を活用しないプロジェクト）

NEDO 定量化支援事業

登録PIN提出、プロジェクト実施、
方法論の提出、PDD作成

プロジェクト継続
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␠削減データ測定、第三者機関による削減量の検

証

削減効果
検証

ＭＲＶ実施準備
ＭＲＶ実施

適用可能性、普及、展開方法検討

②定量化支援事業 のイメージ図



Thank you

askjcm@ml.nedo.go.jp


